
　　　　　韓国（解放前「朝鮮」を含む）の製造業統計の吟味

（1）序論
　本論文は韓国（解放前「朝鮮」を含む）の鉱工業データの吟味／加工をおこない、国民経済計算に沿った長期系列を作成することを目的としている。台湾、韓国が第２次世界大戦終結まで日本の植民地であったことから、解放前の統計調査体系は類似しており、長期経済統計を整備していく上での利点や困難も共通であることが多い。これら両地域についての製造業統計をみれば、1912年以降比較的精度の高い時系列が得られることや、1930年初期の「資源調査令」の施行によって統計調査が充実したことで共通している。また、これらの統計調査が品目単位の生産額の時系列データである工産物統計と、工場調査を基本として、企業活動をある程度明らかにする「準構造統計」より構成されている点でも共通性がある。これらのことから、第２次世界大戦前の台湾の分析で行われた多くの作業設計は、解放前の韓国の製造業統計にも適用できる。
　しかし２者がまったく同一であるわけではなく、新たな作業が必要となる点も存在する。第1は、第２次世界大戦以前の製造業に関する情報が提供される範囲に相違があることである。台湾では生産統計が『台湾総督府統計書』に公表されたのち、『台湾商工統計』に再整理されている。この作業にあたって、前者に含まれる誤りの修正も実施されている。韓国についても、『朝鮮総督府統計年報』に生産統計が掲載されているが、一部の年次については要約表の掲載に限定されているだけでなく、台湾の『商工統計』に対応する作業も行われていない。この点を考慮して、本論文では、最初にデータの公表の度合いが高い1930年代の韓国統計を吟味した後、それ以前の統計に作業を延長することにした。
第2は解放後の系列への接続の問題である。台湾の場合は第2次世界大戦前後の実効領域地がほぼ同一であったために、連結は比較的容易であったが、韓国の場合1950年以降対象地域が南北に分断されるようになったため、単純な連結には問題がある。考えられるひとつの方法は、解放前の生産統計の道別統計を利用して生産額等の対象地域を解放後の区分にあわせる方法であり、本論文の道別統計の吟味もこの線に沿ったものである。しかし、解放前に単一な経済圏であった地域を無理やり２分することには合理性にとぼしいとの批判もあるが、経済規模が大きく変化した解放前後の数字を単純に接続するのも問題がある。これに答えるための1つの工夫として、人口規模にあわせて解放前の数値を縮小した値との接続も参考系列として検討対象とした。

（2）韓国の製造業統計
第２次世界大戦前の日本の２大植民地は台湾と韓国であり、これら２植民地が食料供給基地としての共通の役割を担わされていた。一方、第２次産業の発展形態には、金(2002)[footnoteRef:1]）が指摘するように２植民地間に相違があり、統計の取り扱いにあたってもこの点に配慮が必要になる。ここでは、まずこれらの問題点を列挙した後、次節以降で本論の対応を述べることにしたい。 [1: ）金洛年(2002)『日本帝国主義下の朝鮮経済』、東京大学出版会。 ] 

日本統治下における台湾の製造業は、製糖業を中心とする食料品製造業が圧倒的シェアを占めていたのに対して、韓国の製造業は、時間とともに複数の中分類産業全域にわたって発展した。すなわち、日本領有初期の1910年代には、中核となる工業産品が存在せず、繊維製品や食料品を中心に多品種の製品が小企業、家庭内産業で生産されていた。1920年代になると、日本資本による工場建設が進行したが、繊維品、食料品などの軽工業生産が中心であった。さらに1930年代から1945年にかけて化学工業や機械工業の工場が日本資本によって建設された。また、化学工業等の重工業に属する工場の多くが朝鮮半島北部に建設されていたことにも注目しておく必要がある。
解放前の韓国の製造業では、日本人所有の大工場による生産とともに、中小企業の役割も重要である。当時の台湾では中小企業のかなりの部分が台湾人の経営であったのに対して、韓国では韓国人経営のものに加えて日本人経営の中小企業も少なくなかった（金(2002)参照）。加えて、韓国では自家消費を主目的とする家内工業が、工業生産の中で無視できない比重を占めている点にも注意が必要である。
解放前の韓国では生産量・金額に関する動態統計調査と工場を対象とした準構造統計調査が並行して行われた[footnoteRef:2]）。すなわち前者では工業製品別の生産金額と生産数量を集計しているのに対して、後者は工業製品を生産する工場数、従業員数と工場生産額を調査し産業別に集計を行っている。 [2: ）解放前の韓国の産業統計調査についてはLynn, Hyung Gu (1999)“Industrial Surveys and Statistical Systems in Colonial Korea” in Hwang, Insang and KonosukeOdaka (eds) (1999) The Long-term Economic Statistics of Korea 1910-1990, International Workshop, Institute of Economic Research, Hitotsubashi University.
の展望参照。また本文に論じた２種の調査の相違を明確にするために金(2002)は、工業統計と工場統計という名称を付して論じている。] 

旧日本植民地の統計制度は日本本土の経験に影響を受けており、日本領有下の韓国においても、主要な工業生産物については、日本で採用されていた「農商務通信規則」に準じた報告制度が導入された。1912年以降総督府からの各種訓令に基づいて地方行政組織への報告が行われ、それを総督府で集計した統計が作成され、
朝鮮総督府『朝鮮総督府統計年報』（以下、『統計年報』と略記する）
に公表されてきた[footnoteRef:3]）。『統計年報』の「工産物」統計のオリジナルは、フォルダCD0にファイルされているが、ここでは例示として1925年の中分類別の生産金額を示しておく。 [3: ）より一次統計に近い統計書として、朝鮮総督府『工産統計』が1934年以降について公刊されているが、『朝鮮総督府統計年報』を超えた統計情報は含まれていないように思われる。] 


　　　　　　　　――表1　中分類別名目金額（1925年）――
           　
この制度は1930年まで大きな変更はなかったが、1919-1927年の間『統計年報』に公表される統計表が簡易化された形式となったため、時系列分析に障害が生じた[footnoteRef:4]）。これに対する対応は本論の重要な部分となっている。溝口（1975）[footnoteRef:5]）、Lynn（1999）が指摘するように、工業動態統計の精度は1930年以降大幅に改善される。この動きは、後述の資源調査令による準構造統計の改良と密接に関連がある。『統計年報』は1942年版まで公刊されているが、製造業に関する統計は、第２次世界大戦にともなう秘匿情報の規制をうけて1940年までとなっている[footnoteRef:6]）。 [4: ）溝口(1975)では、公表統計表の比較可能性を重視して工業統計の時期区分を、1912以前、1913-27、1928-29、1930-39、1940年の5区分にしている。Lynn(1999)では、1912年から1929年の間には調査方法に大きな改正がなかったことを指摘している。後者の指摘は、統計調査史の観点から適切な指摘であるが、前者の区分と矛盾するものではない。]  [5: ）溝口敏行(1975)『台湾・朝鮮の経済成長』、岩波書店。]  [6: ）この制約のためにこれまでの推計作業は1940年までを対象としてきた。木村・安部（2003）p.107は、解放直前における韓国北部の工業化の把握が植民地下の韓国の分析で重要なことを指摘している。] 

1941-1945年の韓国の生産統計の部分的情報は、戦時下日本が当時、「日本帝国」全域および占領下にあったアジア地域を対象とした「生産力拡充計画」（通称「物動計画」）の基礎資料から得ることができる。物動計画資料は、
　原朗・山崎志郎（編）（1996）『生産力拡充計画資料』現代出版
にまとめられているが、その中の「朝鮮」関連数字から製造業生産の状況把握が可能となる。この計画に関連した報告書等としては木村（1999）および木村・安部（2003）[footnoteRef:7]）が引用している [7: ）木村光彦(1999)『北朝鮮の経済』、創文社。木村光彦・安部桂司（2003）『北朝鮮の軍事工業化』、知泉書館。] 

朝鮮総督府「第86回帝国議会説明資料」、
や、これら報告書の基礎資料のもとに推計されたと推測される
　朝鮮総督府『昭和18年度産業生産額等推調書』（仮刷資料）
等がある[footnoteRef:8]）。 [8: ）一橋大学経済研究所付属社会科学統計情報センター資料室所蔵。この資料は統計数値のみよりなり、その作成経緯等に関する注釈はない。ただ統計数値が物動計画書の数字と一致しているため、本文のような推測を行った。] 

旧日本植民地において実施された生産動態統計が対象とした経済主体の範囲については明確な記述は見出されていない。ただ、同調査の企画にあたって参考にしたと思われる日本の『農商務省統計書』（およびそれから農業部門を分離した統計集である『商工省統計書』）によると、生産額や生産数量は小規模工場の分を含めて報告することになっている。このことから、同様の処理が台湾・韓国でも行われていたと考えてよかろう。もちろん農家による「朝鮮味噌」、「朝鮮醤油」生産などの家内工業等による生産の一部が調査から漏れていたであろうことは当然予想されるが、原則として調査対象となっている生産物はすべて調査されることになっていると想定しても差し支えない。官営工場は、日本の製造業に関する調査では対象外となっているので、『統計年報』に掲載されている統計表に専売品の生産額が含まれているかどうかをチェックした上で、必要に応じて他の情報を利用して製品別に集計し、民間部門の製造業生産額に加える必要がある。解放前韓国の準構造統計では1928年までは官営工場を含み、それ以降では除外するようになっている。動態統計における官営工場の取り扱いについては明確な記述はないが、関連統計との対比によってある程度吟味が可能である。すなわち解放前の韓国の官営工場としては、総督府は所管する専売工場、鉄道関連工場があるが、これらの生産額は
朝鮮総督府専売局『朝鮮総督府専売局年報』、
朝鮮総督府鉄道局『朝鮮鉄道状況』[footnoteRef:9]） [9: ）一部の年次については南満州鉄道株式会社京城鉄道局『統計年報』等に接続。] 

から得ることができる。このほかに、日本中央政府が所管する平譲兵器製作所や第５海軍燃料廠等の軍事工場がある。軍事工場の取り扱いは解放前韓国に駐留していた日本軍の活動が、これまでの韓国国民経済計算の推計にあたって計上されていないこととも関連があるので注意する必要がある[footnoteRef:10]）。 [10: ）金洛年（編）(2006)『한국의경제성장：1910-1945』、ソウル大学出版会（韓国語）では日本軍の韓国内での活動もGDP に含める新しい試みが行われている。なお同書は文浩一・金承美（訳）、尾高煌之助・斉藤修(訳文監修)『植民地期朝鮮の国民経済計算　1910－1945』、東京大学出版会として刊行されている。] 

　工場における労働環境の悪化に直面した日本では1916年に「工場法」が制定され、工場を対象とした構造統計調査が実施された。その後、労働条件に関する調査等は労働統計として独立したが、工場に関する基本的事項に関する事業所ベース調査は工場統計として毎年実施されるようになった。当初大中規模工場に限定された工場統計は、逐次小規模工場もカバーするように改定されてきた。その結果、産業構造を示す構造統計としての工場統計と、生産額等の変化を表す動態統計の２本立てによる調査体系が確立された。
解放前の韓国には工場統計調査が導入されず、届出情報の収集による「準構造統計調査」にとどまっていた。韓国では1911年に原則として５人以上の従業員を持つ工場に加えて、従業員が４人以下の工場のうち工作用動力を持つか年間生産が5,000円以上の工場も調査の対象とされ1928年まで継続された。この準構造統計には生産額の情報も含んでいるが、1928年までの統計では各工場の主要生産物を基準に分類されていたため、品目ベースの生産統計として参照する場合には問題があった。
1929年には、日本本土及びその植民地に対して「資源調査令」が公布され、５人以上の従業員のいる工場と、「４人以下の工場でも５人以上の従業員を雇用する能力を持つ工場」が調査の対象となった。より重要なことは、資源調査令の裏付けによって製造業の動態統計および準構造統計の調査精度の向上が行われたことであろう。これらの準構造統計から得られる生産金額に関するデータはこの改正によって品目ベースの生産統計に対応するようになったが、調査に小規模事業所の生産が含まれていないことから動態統計の数値を下回っている。逆に、準構造統計には、動態統計から除外されていた精米、製材、製綿工業の生産が加えられている点に注意が必要である。なお、構造統計の基礎となる工場名簿は、台湾では1914年以降毎年作成されていたが、韓国については1929年以降に限定されている。
韓国が1945年に植民地支配から脱して以降、韓国経済は回復に向かっていたが、1950年の朝鮮戦争勃発によって大きな打撃をうけた。この理由から、1946年から1953年にかけての統計情報はきわめて少ない[footnoteRef:11]）。さらにこの期間の統計情報の吟味は、農業統計を除けばほとんど行われていない。この点を考慮して、本論文でも分析の対象を1954年以降に限定することにしたい。 [11: ）韓国の解放直後から韓国戦争終結までの製造業の活動を示す統計としては、『韓国銀行年報』1955に品目別生産数量や卸売物価の数値が与えられているがこれらの吟味は、将来の研究にまちたい。] 

台湾の製造業の分析にあたっては、国民経済計算の結果が利用された。台湾では1951年から1990年にかけての遡及推計が、中分類ベースで発表されており、さらに郭等（1997）によって戦前期との接続が行われていた[footnoteRef:12]）。これに対して韓国の初期の国民経済計算では、製造業は大分類ベースで名目・実質額が計算されているにすぎない。国民経済計算の国際基準が1968SNAから1993SNAに移行したのに伴って韓国の国民経済計算の方法も改善され、表示される統計表も詳細になったが、数値の遡及改定は1970年以降に限定されているので、国民経済計算のみに依存する場合には、新旧勘定の接続や産業連関表等による細分化等が行われる必要がある。 [12: ）郭蓬躍・崔洲英・林明姿・鐘静宣（1997）「民国26年至36年台湾地区国内生産毛額之估計」、国立台湾大学経済系・行政院主計処（編）『1940年代台湾経済情勢検討会　実録』（『経済論文叢刊』25-2に採録）。] 

これらのことを考慮すると、国民経済計算の基礎情報ともなっている製造業センサスの利用が考えられる。このセンサスは1955年を初回とし、1958年、1960年に継続された[footnoteRef:13]）。1963年以降には毎年調査が実施され、韓国産業分類中分類別に生産額、付加価値額に加えて、従業員数等が調査されている。韓国産業中分類は国際産業中分類を統合することによって求めることができるので、解放前の全朝鮮または朝鮮南部の数値と対比することができる。解放後の数値は各年の価格で表示されるので、対比される数値は当然名目ベースになる。解放後の数字は、金・文（2006）にまとめられているので、表2（a）では、５年毎の中分類別の構成比を示すにとどめる[footnoteRef:14]）。さらにこのセンサスからは、道別の生産額構成比も求めることができるので、その比較を表2（b）に示してある。この２表を見ると解放前後の相違を読み取ることができる（表2（a)、表2(b)のオリジナルデータ[footnoteRef:15]）は、CD1(a)、CD1(b)に収録されている）。ただ韓国では、1955年に「韓国産業分類」が制定された後、1970年、1990年、1999年の3回にわたって分類の改定が行われてきた。このためセンサス結果を長期時系列に利用するには分類の組み換えが必要になる。幸いこの作業については、李・権(2008)が品目レベルまでおりて調整を行って1955-2006年の系列を作成している[footnoteRef:16]）。この結果を５年毎に引用すると、表3が得られる。（表3の詳細は、CD2に示される） [13: ）この３調査間では若干の相違が見られる。すなわち、1955年では生産額の調査を中心としているのに対して1958年調査では付加価値を調査し、1960年は両者を調査している。]  [14: ）金昌男・文大宇(2006)『韓国　東アジア　長期経済統計別冊１』、勁草書房。]  [15: ）参考として道別の付加価値額についてもCD1(c)に示した。 ]  [16: ）李鎮勉・権赫旭(2008) 「韓国の鉱業・製造業」（アジア長期経済統計韓国巻ワークショップ提出論文）。] 


――表2（a）　製造業GDP（経常価格）中分類別構成比――
――表2（b）　韓国鉱工業の地域別生産総額の構成比――、
――表3　韓国解放前後製造業の名目生産額の比較――

センサスを利用して解放後の製造業の実質額の変化を中分類別にみるためには、対応するデフレータを求める必要がある。日本の経験から判断すると、急速な工業化に柔軟に対応するデフレータを作成する場合に様々な工夫が必要となる。韓国の公式国民経済計算では、1970年以降の数値について年次毎の連鎖指数を公表している。これは1999年に国民経済計算の計算方式が1968SNAから1993SNAへ一部移行（2004年に完全移行）したのにともなって導入されたものであるが、残念ながら1970年以降に限定されている。文（2006）の統計集にも実質額の変化を示す表は含まれていない。これに代わる方法として生産指数の利用が考えられる。解放後の韓国の鉱工業生産指数は1952年以降について毎年作成され、韓国の産業政策に利用されてきている。この指数は、製造業に加えて、鉱業、電気・ガス製造業、建設業を対象とした「第2次産業生産指数」ともよべるものであり、製造業については韓国中分類別に作成されている。指数はラスパイレス数量指数であり、ほぼ５年毎にウエイトの変更が行われ、改定前の系列に接続されることによって、長期系列作成の基礎資料となっている。張は旧COEプロジェクト作業のひとつとして1954年から1990年までの生産指数を作成しているので、ここでは1990年から2000年の系列を追加して利用することにした[footnoteRef:17]）。この結果を1960年の名目付加価値に接続すれば、1954-2002年までの実質金額を得ることができる（表4）。 [17: ）張成鉉（1997）「韓国の国民経済計算と生産指数」COEDP D97-30。] 


――表4　解放後韓国製造業の実質付加価値額――

（3）既存の研究の展望
既述のように本論文では、韓国（解放前「朝鮮半島」を含む）の製造業データの吟味をし、生産額および付加価値額の推計を行うが、それに先立って既存の研究を展望しよう。前節で扱った統計を利用して国民経済計算の枠組みの中で解放前の韓国統計に適用した最初の研究として、李（1971）の国民所得推計がある[footnoteRef:18]）。これ以降、鉱工業の生産データの検討を国民経済計算の生産勘定の基礎資料と関連付けて検討する研究が定着した。溝口（1975）は台湾・韓国の経済統計をSNAの支出勘定に関連付けて検討したが、その基礎資料として解放前の韓国に関する鉱工業生産統計の吟味を行っている。Suh(1978)は、溝口の研究とは独立にSNAの生産勘定の推計を念頭においた上で、第１次、第２次産業の付加価値生産額の推計を試みた[footnoteRef:19]）。この研究は、韓国内で歴史統計への数量経済史的分析手法の適用に関心を喚起した点で重要な業績といえる。その後、溝口・梅村（1988）は生産・支出勘定をそろえた国民経済計算の一部として鉱工業生産を位置づけた[footnoteRef:20]）。この流れはきわめて精密な作業を伴う落星台研究所の共同研究に引き継がれた[footnoteRef:21]）。その一部として朴(2006)は、鉱工業生産に関連するデータ開発の面で大きく貢献した[footnoteRef:22])。既述のように解放前の韓国製造業に関する統計調査は1929年以降大幅な改善がみられるが、それ以前のデータについては情報の公表数字に欠落がみられた。この難点のために、主として『統計年報』の公表数字にのみによった溝口、Suhの研究では、種々の仮定に基づく近似計算が行われていた。朴はこの欠落を補う数値が、別の資料に公表されていることを発見し、仮定に基づく推計から直接推計への移行が行われた。ただし、朴の研究は朝鮮全平均に関するデータ整理に限定されており、その基本単位である道データの吟味は行っていない。この作業内容については次節以降の検討過程で取り上げられる。 [18: ）李潤根（1971）「韓国国民所得推計외그内容」、趙璣濬・李潤根・劉奉哲・金泳謨『日帝下외民族生活史』、民衆書舘、1971。]  [19: ）Suh, Sang-Chul (1978)  Growth and Structural Changes in the Korean Economy, 1910-1940,　Harvard University Press.この研究で対象となった第２次産業には、鉱業、製造業のほか電力供給業が含まれているが建設業は除外されている。]  [20: ）溝口敏行・梅村又次(1988)『旧日本植民地経済統計――推計と分析』、東洋経済新報社。]  [21: ）金洛年（編）(2006)。]  [22: ）朴基炷（2006）「鉱業・製造業」金（2006）。] 

これらの研究の主目的は歴史統計として解放前韓国における生産活動を国民経済計算の枠組みを用いて整理することにあった。一方、この作業の延長上に第２次世界大戦前後を結合して汎アジア長期経済統計を作成する試みがある[footnoteRef:23]）。この作業の一部には当然韓国の経済発展の研究が重要な部分を占めており、解放前後の統計を連結して分析を進める必要がある。周知のように、1950年代初期から朝鮮半島は南北に分割されており、長期系列を作成するには、解放前韓国の生産額を、戦後の韓国の系列と比較可能なように調整する必要がある。簡便な方法としては、金(2006)が提案しているように、両期間の数字を人口一人当たり換算して比較することであるが、この方式では戦前期韓国の南北地域経済格差を無視することになる。この疑問に答えるには、解放前の統計数値を、現在の韓国領域と朝鮮民主主義人民共和国の領域に分割する必要があり、第１次産業についてはBan(1979)、石川(1980)の作業がある[footnoteRef:24])。一方、鉱工業については溝口（1975）、表（1996）が作業を公表しているが[footnoteRef:25]）、この場合、道別統計の詳細な吟味は行われていないように思われる。 [23: ）この課題は、1995年から2000年にかけてCOEプログラムとして実施された「汎アジア圏長期経済統計データベースの作成」（代表者　尾高煌之助一橋大学経済研究所教授）によって提起され、「社会科学の統計分析拠点構築」（Hi-Stat）、「社会科学の高度統計・実証拠点構築」プロジェクトに引き継がれている。]  [24: ）Ban, Hwan Sung (1979)“Agricultural Growth in Korea, 1918-1971” in Hayami y., V.W.Ruttan and H.M. Southworth (eds.) Agricultural Growth in Japan, Taiwan，Korea and the Philippines, The University Press of Hawaii, 1978．石川滋（1980）「朝鮮農業の南北分割について」、梅村又次（編）『旧日本帝国の数量経済史的分析』、一橋大学経済研究所、1980。]  [25: ）表鶴吉（1996）「投資및資本스톡―中間結果」済源研究財団의研究支援으로遂行되었음。] 


（4）解放前値の改定推計
前節で展望した先行研究では、上記のデータを利用した上で国民経済計算生産勘定の推定に利用する場合に生じる問題点も指摘している。以下では、提起された課題を問題領域別に整理しておくことにしたい。表5は、これらの問題領域と、それらに対する既存の研究の対応を示したものである（「原」欄の記述は以下の議論を先取りした形で示している）。
　以下では、表5に示された問題領域について検討を行ってみよう。

――表5　製造業生産額推計の比較――

［１］データの選択と補整
　まず、製造業の製品別名目生産金額と生産数量ないし実質生産額の時系列を作成するためには、製造業の範囲を確定するとともに、推定に用いるデータを選択しなければならない。本研究では、COEプロジェクトの方針に従って’69SNAの定義にしたがって作業が行われる。既述のように解放前の韓国については、『統計年報』に、製造業に関する生産動態統計と準構造統計が示されている。これに対して既述の研究では、このいずれかのデータを基礎とし、調整を加えた上で製造業生産の推計に利用している[footnoteRef:26]）。 [26: ）これらの研究ではできるだけ一次統計を利用する努力がなされており、上述の『工産
統計』等の数字が使用されているが、これらの情報と『統計年報』のそれとの間には差がないので、この点に関する議論は省略する。] 

製造業に関する上記の２種の統計については、既述のように調査対象の範囲の相違に注意が必要となる。事業所を対象とした準構造統計が小規模事業所を調査対象に含んでいないのに対して、生産量と生産金額についての動態統計は原則として全事業所の生産を対象としていることは既に述べた。逆に、Suh（1978）が指摘したように、精穀、製材、製綿工業の生産が準構造統計に含まれているのに対して、これら３産業の生産物は動態統計に含まれていないことに注意が必要である。
　Suh(1978)は、製造業の生産額および付加価値額の推計にあたって準構造統計を利用している。この統計は４人以上の従業員を持つ（官営工場を除く）民間工場に限定されているので、全韓国の生産額を求めるためには補整が必要となる。Suhは、準構造統計の対象となっていない総督府所有の官営製造業の生産として、専売局の煙草、紅参生産と鉄道局による車両生産等を加算している。一方、小規模工場については、
京城商工会議所　「朝鮮に於ける家庭工業調査」[footnoteRef:27]） [27: ）Suh(1978)ｐ.161で、’Chosen ni okeru gatenkogyo chosa’ と表記されているものと同一であろう。] 

の1931-39年に関する情報を利用して膨らまし作業を行っているが、その主要な値は精米業によると思われる。精米工業の付加価値率は低いため[footnoteRef:28]）、GDP内での比重は低いと考えられるが、製造業生産額の推定では大きな比重を占める。Suh推定によれば1935年の全製造業の工場生産に占める精米工業生産金額の比重は32.4％となっている[footnoteRef:29]）。 [28: ）2004年の日本の産業連関表によれば、精米工業の付加価値率約４％である。]  [29: ）Suh(1978)p.162-3の統計表より計算。] 





　一方、溝口推計と朴推計は、工産額系列の数字を利用している。この数値には原則として家庭内工業を含む小規模事業所の生産を含んでいることから、Suh推計における調整済み数値に対応するものであるが、この系列を吟味してみると、いくつかの追加作業が必要なように思われる。第１の作業は、基礎データに関するものである。工産額の金額系列を品目別に時系列の形に整理してみると、系列の一部に欠落値がみられる。その原因として、（１）品目名が変更されたこと、（２）生産量の減少等から「その他」項目へ移されたこと、（３）調査が特定年次について欠落したこと（秘匿されたものを含む）等が考えられる。（３）に関するものとして1938年、1939年については公表される品目数が大幅に減少するが、これは秘匿と関連があると思われる。しかし理由は明らかでないが、1940年には再び品目数が増加している。（１）についてはある程度判定可能であり、調整が行われているが、（２）、（３）についてはケースに応じて補正するしかない。第2の作業は、動態統計から欠落していると判断される工業生産を他の資料を利用して推計することであり、朴(2006)で実施されている。まず『統計年報』で「鉱業生産」として取り扱われている銑鉄、鋼鉄の生産を、金属精錬工業の一部として工業生産へ移し替える必要がある[footnoteRef:30]）。朴はこれに加えて、「朝鮮味噌」、「朝鮮醤油」等の農家による自家生産を推定し加算している[footnoteRef:31]）。第3に、工産品統計の生産額と農林統計の中の農林畜産魚介生産関連生産値を比較すると、前者が過小推計となっていることが分かるとして補正を行っている[footnoteRef:32]）。 [30: ）理論上は銑鉄、鋼鉄生産に使用した鉄鉱石を推定して鉱業に加える必要があるが、『朝鮮総督府統計年報』の道別生産統計には２重表示の形でこの部分も鉱業に計上しているので補整の必要はない。したがって上記生産を単純に製造業へ移すのみで充分である。]  [31: ）同様の作業は、寺崎康博(1981) 「日本統治下における朝鮮の消費水準の推計――1912-1938」『長崎大学教養部紀要（人文科学篇）』21-2　で実施されている。]  [32: ）この事実は日本について篠原氏が指摘し、それに基づいて台湾についてもそれに対応した作業が行われている。篠原三代平（1972）『鉱工業』（長期経済統計10）、東洋経済新報社。] 


表6　朴推計の主要な補正
	
	補正年次
	補正理由
	データ源

	精穀
	1911-40
	欠落補正
	工場統計

	繰綿
	1911-40
	欠落補正
	工場統計

	製材
	1911-40
	欠落補正
	工場統計

	畜産品
	1911-40
	原資料との突合せ
	畜産統計

	水産物
	1911-40
	原資料との突合せ
	畜産統計

	塩
	1920-27
	原資料との突合せ
	専売局年報

	販売肥料
	1911-40
	原資料との突合せ
	農業統計表・水産統計（魚肥）

	車両生産
	1911-40
	原資料との突合せ
	鉄道局年報

	朝鮮味噌・醤油
	1911-34
	一部欠落
	間接推計



　図1は以上の点を考慮した上で本論の推定と既存の推定結果を比較したものである（同図に含まれている「原推計」は以下説明する作業の結果を先取りして示したものである）。推計を比較するにあたっては若干の事前の調整が必要となる。溝口推計には、精米工業の生産が含まれていないので、農業統計から得られる米生産額の4％を精米工業の生産として加算してある。またSuh推計には電力・ガスの生産を含んでいるのでこれを除外してある[footnoteRef:33]）。この結果で興味がもたれるのは、準構造統計を主として利用しているSuh推計と、動態統計に依存する溝口、朴推計の間に大きな差が見られないことである。また、溝口推計の1930年代後半の数値がSuh、朴推計の対応する数字より低くなっている。上記のように、この時期には戦時下の影響もあって一部の品目情報が秘匿されたために補正が必要であるが、溝口推計では十分な補正が行われなかったためと思われる。この時点以外では朴推計が他の２推計を下回る傾向があるが決定的な差ではないことから、食料品等に関する補正効果は顕著でないように思われる。 [33: ）Suh推計に含まれている電力・ガスの生産額については、1938-40年の数値が欠落していることから、産業計の利用にあたっては注意が必要である。] 

　　　　　　　
［2］付加価値率の推定
　生産額推計を国民経済計算の生産勘定に利用するには付加価値に変換しなければならないが、歴史統計から付加価値率を厳密に推計することはきわめて困難である。
Suh(1978)は、解放前の韓国での製造業の技術が同時代の日本の製造業と類似していたと想定して、戦前期日本の付加価値率を中分類ごとに適用している。この比率は1933年について内閣統計局が推計したものであり、戦前期日本の長期経済統計の推計に利用されたものである。これに対して朴(2006)は解放後の韓国の産業連関表を利用して推計している。全製造業の付加価値率は、個別産業の付加価値率の加重平均となり、生産構造の変化にともなって年々変化する。２者を比較すると、朴推計の比率がかなり高めになっていることと、Suh推計の比率の変動がやや大であることが注目される。

――表7（a）、表7（b）　付加価値率の推定――

　表7（a）は朴(2006)がまとめた表に数種類の情報を追加して作成したものである。既述のように、Suhの付加価値率は内閣統計局が推定した戦前の日本本土に関する付加価値率である[footnoteRef:34]）。戦前期日本については西川・腰原が推計した産業連関表推定がある。これは、内閣統計局推定をも考慮した作業であるので日本本土の付加価値率を利用するのであればこの数字も検討の対象にする必要がある。一方、解放前の韓国の状況を示す資料としては、京城の工場についての調査がある。この数字を日本本土の値と比較すると、食料工場の京城値が低い値をとっていることを除けば、大差はない。加えて、1943年については朝鮮総督府（1943）がある。この報告書は既述の物動計画用に朝鮮総督府が作成したものと思われるが、製造業についての付加価値率は40%となっており、日本本土の水準に近い[footnoteRef:35]）。一方、解放後の韓国については、国民経済計算と産業連関表からの数字が示されているが、いずれの推計でも解放前の値を下回るケースが多い。朴推計には後者が利用されている。 [34: ）原資料名は明記されていないが、数値からみて内閣統計局(1947)『昭和１０年における我国国富および国民所得』であると思われる。]  [35: ）同報告書には鉱産物について品目別の付加価値率が示されており、鉱業の付加価値推定に利用できる。表7（b）には主要３品目とその他鉱物の形で示されているが、後者は21品目についても付加価値が推定されている。] 

　これらのことを踏まえたうえで、原推計では「1958年度韓国産業連関表」[footnoteRef:36]）にみられる数字から計算した付加価値率（表7（a）を参照）を利用して付加価値額の推定を行った。 [36: ）朴炳日（1964）『韓国経済と産業連関分析』、アジア経済研究所。 同書のp.110-1に同表が示されている。] 


［３］デフレータの作成
　生産面から経済発展を分析するには実質値の算出が必要であり、そのためのデフレータの推定は重要な作業になる。最も簡単なデフレータの作成は、既存の一般的な物価指数を利用することである。解放前の韓国では朝鮮銀行の作成した「京城卸売物価指数」が1910年以降1945年まで作成されており、図2に示されている[footnoteRef:37]）。また、この指数は解放後の物価指数にもリンクされている。この指数は一般物価水準の長期変動をみるうえでは便利なものであり、流通業のデフレータ作成等に利用可能とされているが製造業製品以外の物価変動の影響をうけており、製造業製品の生産金額の変化を数量変化と物価変化に分解するためのデフレータとしては十分なものではない。 [37: ）朝鮮総督府『朝鮮金融事項参考書』参照。] 





　これに代わる方式として、生産金額、生産数量から導かれる実効単価の利用が考えられる。生産統計が大幅に改善された1930年以降については、主要商品について製品別の生産金額と生産数量が集計されているから、生産指数と実効単価指数を作成することができる。
また、1924-29年についても、1930年以降でみられる詳細な品目ではないものの、品目別に生産金額と生産数量が得られるので[footnoteRef:38]）、1930年以降と同様に生産指数と実効単価指数を作成することが可能である。実効単価を利用する方式は、日本本土の長期経済統計の分析に利用された方式であり、解放前の韓国工業への適用も当然検討された。しかし、Suh(1978)が率直に述べているように、品目別に作成された実効単価指数は近接した時点間で大きく変化するものが少なくないので、安定的な指数を得るにはなんらかの工夫が必要になる。Suhは、1910年以降に関する主要な少数の生産物に限定して、京城卸売物価指数からとられた個別価格指数を組み替えて製造業生産のデフレータを作成した[footnoteRef:39]）。これに対して溝口(1975)では、実効単価指数として比較可能と判断した166品目について物価指数を作成しデフレータとして使用している。ただこれらの系列を品目別にみていくと、時間の経過とともに不規則な動きを示すものが少なくない。朴(2006)は対前年連鎖指数を導入することによってこの問題の解決を試みた。すなわち、対前年比で異常な変動と判断される数値を除外した後、比較可能と判断される個別指数を総合して２年間比較のデフレータを作成しそれを連結していけば、時系列的に安定したデフレータ系列を得ることができる。これらの推計結果を図2でみると、『統計年報』に数量系列が掲載されている1928年以降については、作成方法の相違にもかかわらず推計間に大きな差はない[footnoteRef:40]）。 [38: ）朴（2006）によって『朝鮮経済雑誌』および『官報』から生産金額と生産数量が得られることが発見された。（1929年以前の取り扱いについては後述する。）]  [39: ）具体的には10品目の単価指数を４品目グループ（繊維、化学、食料品、その他）に分類しグループ内の単純平均指数をグループ指数として生産額ウエイト指数を計算している。]  [40: ）溝口推計の1940年値が過小評価のように判断されるが、これは同推計が採用した補外方法に問題があったためと思われる。] 

　既述のように、1919-27年については、『統計年報』の数量系列が示されていないために、溝口推計では旧産業中分類別に物価指数を作成し補外計算を行った。ここで使用された価格系列は京城卸売物価指数の個別系列に加えて、日本本土の物価指数の情報を利用している。この系列は、数量系列を利用して推計した1914-19年の系列と接続され、解放前韓国の製造業の実質系列の作成に利用されている。一方、朴推計では、官報等から新たに発見した情報を利用して1928年以降と整合性を持つ方法を適用している点で、溝口推計の大幅な改良となっている。図2をみると、1919-22年の間を除けば対前年変化率については推計方法間で大きな差はない。溝口推計が他の指標を下回っているのは1919-22年の物価上昇を低めにとらえているからである。この時期は第1次世界大戦によるインフレ下にあり、品目間の物価上昇率の相違が発生しやすい環境にあった。この意味では、広範な物価系列を利用している朴推計が最も安定したものといえよう。
　原推計では、デフレータの作成にあたって、実質系列を求めてデフレータを推計した。詳細は（5）に譲るが、実質系列を求める際には、1930-40については、1935年の実効単価で各年の数量を評価し実質系列を推計した。1924-30年については、1930年の実効単価で各年の数量を評価し1930年価格表示の実質系列を作成した後、1935年価格表示の実質系列と1930年で接続した。1924年以前については、朴推計から計算したデフレータを利用して実質系列を求めた。（ただし、原推計ではそれぞれの実質系列を求める際に、道別に作業を行っている。）

（5）製造業道別統計の吟味
これまでの展望によって、解放前韓国における製造業統計を巡る諸問題と、それらに対する対応法が明らかになった。最近発表された朴(2006)による推計は、これらの問題解決に大きく貢献しており、われわれの作業を進める上での出発点となる。ただCOEの共同作業では20世紀全般に関する経済発展の把握を目標としているので、解放前の韓国の数値について南北分割等の処置を検討する必要がある。幸い『統計年報』には、道別データが発表されており、それを合計した形で「全朝鮮」の値が発表されているので、これを利用した鉱工業生産の南北分割の検討が可能となる。この考えに基づいて作業を始めた過程で、従来言われてこなかったいくつかの問題も発見された。本節の第１の目標は、道別の製造業統計を再吟味し、必要な補正を施すことによって、長期系列の推定のための基礎資料を整備することにある。
道別統計の利用の第２の効用として、製造業生産推計の精度向上に関する貢献をあげることができる。これまで検討されてきたデータは、主として『統計年報』等に発表された「全朝鮮」についての品目別生産金額と生産数量に関する集計結果であった。これらの系列は、道別に集計された数値を合計したものであり、道別データは基本的に推計のための情報として信頼性の尺度となるものである。しかし、前節までに指摘してきたように、いくつかの問題点が残されていた。第１の問題は、品目別に時系列の形にまとめなおしてみると、不規則な変動や欠落値がみられることである。その一部は、朴(2006)が例示しているように実態を伴う変化として説明できるが[footnoteRef:41]）、大部分の欠落についてはその原因を追及することは困難である。第２は、多くの品目の実効単価がかなり不安定な動きをすることであり、これは実質金額の推定精度に大きな影響をおよぼしている。 [41: ）朴(2006)は1924-25年にみられる綿糸生産金額の欠落は朝鮮紡績の火災という特殊事情に原因があることを指摘している。] 

この２つの問題を解決する「特効薬」はないが、解決のためのわずかな手がかりは残されている。すなわち、既述のように『統計年報』には、「全朝鮮値」が過去数年分表示されるとともに、最新一年間の道別のデータも発表されている。この道別系列の吟味は従来あまり行われていなかったため、見逃された情報が含まれている可能性が高い。ただし、既述の通り、これらの系列の吟味に利用される『統計年報』（「工産物」統計）から詳細な情報が得られるようになったのは1930年以降であり、1929年以前については接続に工夫が必要となる。とくに1920-27年については表が簡素化されており、得られる情報も生産金額に限定されるため、実質金額の推計には困難が生じていたが、幸いなことに『朝鮮経済雑誌』および『官報』から生産金額に加えて、生産数量および生産戸数の情報を得られることを朴（2006）が発見している。この情報をあわせて製造業についての統計資料から得られる情報をまとめると表8に示すとおりである。

――表8　製造業についての統計資料から得られる情報――

以下では、より詳細な統計が得られる1930-1940年の11年の道別データを中心に道別データの吟味を行うことにし［１］、その後に1924-30年の7年の道別データの吟味を行う［２］。つづいて1910-23年のデータについても併せて検討を行う［３］。
　
　［１］工産品統計の基礎調整（1930-40）[footnoteRef:42]） [42: ）統計を整合的に調整していく必要があるので、ここでは鉱業、製造業間の組み換えを行う前の数字について検討していくことにする。] 


1）名目生産額の検討
最初に工産物道別系列と全朝鮮系列の整合性の検討を行っておこう。『統計年報』の生産統計表では、品目別の生産金額、数量が道別に作成された後、それを合計することによって全朝鮮系列が作成されたと推測されるが、この整合性は金額系列、数量系列ともおおむね成立している。ただ詳細に検討してみると、道別合計と各項目の合計が一致しない等の不整合がみられるが、『統計年報』の統計表には道別合計以外に、中小分類段階[footnoteRef:43]）についても合計値を示しているので、その結果をみると一部の不整合の原因を突き止めることができる。それ以外の原因不明の不整合については、道別データが正しいものと仮定して合計を行い全朝鮮の値とした[footnoteRef:44]）。その詳細は表9に示されている。全体的にみればこれらの不整合による誤差は比較的少なく、全朝鮮系列を利用しても試算結果の相違はそれほど大きくないようである。そこで、この修正された各年の道別統計表について、解放後の系列との比較を考慮してISCI基準に転換を行った[footnoteRef:45]）。ISCI基準への転換の例を1935年の全朝鮮値について示すと表10が得られる。「工産物統計」をISCI基準へ転換した場合、その中には製造業に含まれない品目も存在しているため、調整が必要とされることがわかる。 [43: ）例えば、「菜種絞粕」は『統計年報』では、化学工業/肥料/植物質肥料/菜種絞粕で示され、植物質肥料、肥料、化学工業のそれぞれに合計値が示されている。]  [44: ）トータルチェックの方法として価格系列については２種類のチェックが可能である。価格系列では、各道の「合計値」である「全朝鮮」値が示される（横方向でのチェック）とともに、たとえば「綿織物計」等の品目での価格が示される（縦方向でのチェック）。ただし、1937年については、『年報』の脚注の記述のとおり、「化学工業」、「機械工業」の一部の品目については、数値を修正した。]  [45: ）本論文では、できるだけ詳しい品目に基づいて作業を行った。つまり、脚注43の例では、「菜種油」が品目として採用され、植物質肥料等の合計値はこの段階で取り除いた。] 

以下では、表10で例示される各年のISCI基準への転換結果を出発点として、これらの結果に対していくつかの調整を行う。

――表9　正誤表――
――表10　新旧分類対応表：1935――

『統計年報』では、数量と金額が得られるので実効単価を計算することができる。この点に着目して、各年のデータについて、道別、品目別、時系列にデータを並べ替える[footnoteRef:46]）とともに、それぞれの品目について実効単価を計算した結果がCD3である。実効単価をみると特定の道についての欠落値がみられ、欠落していない場合でも実効単価が大きく変動するものもみられる。以下では補正可能なものについてCD3を修正することにしたい。 [46: ）時系列の作成にあたっては、例えば数量の単位で「瓩」（キログラム）と「瓲」（トン）が年によって異なっている場合にはどちらか一方の単位に修正が必要である。] 

　最初の作業[footnoteRef:47]）として、生産金額にみられる「欠落値」の認定と補正を行ってみよう。欠落値の典型的な例は、道別生産金額または数量が特定年次のみ０となり、その前後の値が大きい場合である。この種の欠落値は金額系列では1938年、1939年の欠落を除けばほとんどない（原因は、（（3）既存の研究の展望）を参照）が数量系列には多くみられる。今回の金額系列についての作業では、原則として欠落値とみなされる値の前後年の値が1,000円以上の場合に補間作業を実施した。このような典型的な場合に加えて連続した２年間の値が０の場合についても同様の処理を行った。この場合、前後の年次に数量データがある場合には、数量についても金額系列に対応する補間作業を行った。 [47: ）データの補間、修正作業に関しては、この部分で示される①「欠落値」の補間作業の他に、後に示される②「数量単位」に関する修正作業、③「異常値」の修正作業を行った。理念的にはこの順番で作業を行ったが、これらの作業ではかなりの試行錯誤を行っており、その過程でこの順番とは異なる部分も存在する。] 

時系列データとしてみた実効単価の吟味はより重要である。以下では、CD3の補正を試みてみよう。脚注46で触れたように、時系列でデータを見る際には数量単位の統一が必要である。CD3では、原則として1935年において採用されている単位にあわせて単位の統一がされている[footnoteRef:48]）。例えば木炭の場合では、時系列で見る場合、（瓲）[トン表示]に数量を統一した。この作業は当然なものとされるが、意外な事態も発生した。木炭の1939年、1940年は『統計年報』では（瓩）[キログラム表示]であるので、数量を1/1000倍にしてトン表示に修正することが試みられたが、1939年については、実効単価は1938年に近いが、1940年では全道について実効単価が1/1000前後となる。これより1940年では『統計年報』ではキログラム表示であるが既に数字はトン表示で示されていると判断される。（つまり、このキログラム表示はトン表示の表記ミスと判断される。）このような箇所は、他にも1933年の菜種絞粕等の品目に見られる。逆に『統計年報』の単位表記から本来ならば修正の必要はないはずであるが、実効単価の推移が安定しない箇所もあり、併せて単位の誤表記として処理した。このタイプの修正は容易であると思われるので、全朝鮮値のみを利用した既存の分析でも恐らくは修正されていると思われるが、注意が必要である。 [48: ）『統計年報』の単位表示が正しいものとして数量の調整を行ったのちに、その実効単価の推移から、単位の誤記と判断される箇所については数量の調整を行った。] 

しかしより困難な問題も存在する。それは、『統計年報』では、単位の混在が同一年の道間にある場合についても、これらの数量の数字を誤ったままそのまま単純合計して全朝鮮値としていることから、全朝鮮値が明らかにゆがみを持っていることである。例えば、大豆絞粕の1938年では『統計年報』の全朝鮮値はオリジナルでは「33,184トン」と示される。（全朝鮮33,184トン＝京畿道1,850トン＋平安北道8,255トン＋咸鏡南道503トン＋咸鏡北道22,576トン）。ところが、道別統計で検討すると、京畿道の数量には問題があるように思われる。この場合、京畿道の実効単価を比較すると前後年度に比べて大幅に下落しており、単位の誤記があると考えざるを得ない。したがって、修正の結果、全朝鮮値は「31,335.85トン」となる。（全朝鮮31,335.85トン＝京畿道1.850トン＋平安北道8,255トン＋咸鏡南道503トン＋咸鏡北道22,576トン）。従来の全朝鮮値のみを利用した方法では、この種の単位の混在が見逃されていた可能性が高く、道別統計の吟味によってはじめて発見されることといえよう。このタイプの単位の混在は、その修正によって全朝鮮値が変化する（当然、全朝鮮の実効単価も変化する）ため、特に注意が必要であるが、「大豆絞粕」以外には、「魚絞粕」の1938年、「化学パルプ」の1940年等の13系列でみられる。
次に、実効単価は得られるもののその時系列変化が極端に大きく変動しているものの調整（修正）が必要[footnoteRef:49]）になる。そこで、基本的には道別の実効単価の当概年の前後平均に対する比率が1/3以下または３倍以上のものを修正の対象（実効単価は生産金額が小さい場合不安定となる傾向があることとを考慮して、その道の価格が1,000円以上ある品目についての実効単価を対象とすることにした）とし、当該部分の前後年の平均単価を利用して修正作業を行った。ただ、この修正は道別に行われるため、他の道の単価の推移と比較する等の作業を行い、機械的な修正を行わないことを原則とした。 [49: ）このような補正については従来も考慮されたと思われるが、ここでは道別による比較がされているので、誤りに対する調整による補正効果は、全道ベースによった場合よりも大きいように思われる。] 

表11には、これらの作業結果をCD3の数値と比較する形で補間、補正等が行われた箇所数に加えて単位の修正が行われた箇所数が示されている。

――表11　修正箇所一覧表――

ここまで、金額および数量のそれぞれについて、実効単価の動きに注目して数字の補間や修正を行ってきた。ただし、「工産品統計」には（１）家庭内工業生産の一部が含まれていないこと[footnoteRef:50]）[footnoteRef:51]）、（２）水産物加工品の生産が過小評価になっていること、（３）金属精錬の分類上の取り扱いに問題があることが、朴（2006）によって指摘されている[footnoteRef:52]）。そこで（１）のうち「朝鮮醤油」「朝鮮味噌」について数値の膨らましを行い、（２）については、「水産品」の膨らましを行い、（３）については、ISCI基準の製造業の範囲に一致するように品目調整を行った[footnoteRef:53]）。 [50: ）動態統計には原則として家庭内工業の生産も含まれることになっている。しかし、Suhが指摘するように、精穀、製材については家庭内工業が明らかに欠落していると思われるので調整が必要である。なお、製材については、「工産物」統計のうち、木製品・家具等（分類番号20、一部は分類番号36）の品目の名目生産額合計は、「朴推計」の「木材・木製品・家具」よりも大きな値を示す。このことから「朴推計」には製材の値が含まれていない可能性が考えられる。]  [51: ）（１）の主要なものは精穀産業であるが、「製造業」全体の値を得る際に別記の形で加えることとした。]  [52: ）類似した問題として、「工産物」統計には、鉱業に分類される品目（煉炭）が含まれているが、この部分については製造業から鉱業への分類の変更分として計算される。（「木炭」については、林業の生産物であるので、取り除いた。）]  [53: ）鉱業、製造業間の品目の分類の変更の問題には、本文中に示したもののほか、「鉱産額」統計から「銑鉄」、「鋼鉄」、「亜砒酸」等を加える必要がある。] 

既述の実効単価の変化に着目した数値の補間および修正を行った結果に、上記の2つの修正を加えた結果から得たISCI基準の名目生産額は表12[footnoteRef:54]）に示される。（表12のもとになるデータベースはCD4[footnoteRef:55]）である。）なお、表12では、解放後の系列との接続を考慮して、データの南北分割が行われているが、その詳細は後述（（6）解放後のデータへの接続）の通りである。 [54: ）中分類別に名目生産額を計算した後で、更に「類似した分類」を統合した結果が示される。統合を行ったのは、以下の3種類である。（1）「化学製品（分類番号24）、ゴム・プラスチック（分類番号25）」を統合。（2）「第一次金属（分類番号27）、金属製品（分類番号28）」を統合。（3）「一般機械（分類番号29）、計算機械（分類番号30）、電気機械（分類番号31）、ラジオ・テレビ・通信機械（分類番号32）、精密機械（分類番号33）、自動車・トレーラー（分類番号34）、輸送機械（分類番号35）」を統合。]  [55: ）後の箇所で示される「銘柄」の不一致の調整後に、金額および数量の補間を行った品目に「軽油」（1938年および1939年）があり、ここで示される名目生産額は、厳密には、軽油の補間を含んだ数値（CD5）から計算された結果である。ただし、「軽油」の補間を除けば名目生産額は、CD4をもとに計算されたといえる。] 


――表12　名目生産額（1930-40）――

2）実質生産額の検討（デフレータの作成）
既述のように、COEの作業では、名目金額の作成に加えて、（1935年価格表示の）実質金額の推計も目標としている。実質金額の推計を行うためには、デフレータの作成が重要な課題となる。より詳細なデフレータを得るために、CD4に対して以下の2点の作業を行った。
（a）「銘柄」の不統一の調整
CD4をみると、品目内における銘柄の取り扱いに年間で精粗がある。（例えば植物油は、菜種油等の種別の油と「その他植物油」とに分類されているが、後者の範囲は年によって異なっている[footnoteRef:56]）。）一般に銘柄表示基準は、後年次ほど細分される傾向がある。そこで、1935年前後の銘柄分類を参考にして、「基準品目区分」を決定し、時系列を作成した。一般に銘柄表示は後年次ほど細分化される傾向があるので、これらの年次の数値は、基準分類に合わせて統合することにした[footnoteRef:57]）。品目の統合後に再び実効単価の動きをチェック[footnoteRef:58]）するとともに、金額および数量に関して補間作業[footnoteRef:59]）を行った [56: ）例えば、1935年、1937年、1938年の植物油脂をみると、どの年についても「その他の植物油」の表示は存在するが、1935年にみられない品目として1937年には「桐油」、1938年には「糠油」がある。1935年の「その他の植物油」には「桐油」、「糠油」が、1937年の「その他の植物油」には「糠油」が、1938年の「その他の植物油」には「桐油」が含まれていると判断される。]  [57: ）脚注56の例では、1935年の「その他の植物油」を「基準品目」とすると、1937年では「その他の植物油」と「桐油」の合計が「基準品目」での「その他の植物油」と判断される。]  [58: ）統合にあたっては、主に品目および実効単価の動きが類似したものを統合したが、統合する品目の両方に数量が示されていない場合、得られる実効単価が比較的安定しているものについては、その実効単価が統合後にも維持されていると考えて数量の膨らましを行った。安定していないものについては単価指数の作成を断念して価格系列のみの統合を行った。後者は主に品目に「その他」と示されている箇所である。なお、これらのチェック作業によって得られた実効単価および数量はできるだけ利用する方針であるが、分類番号24（化学製品）と分類番号26（窯業、土石製品）に属する品目の一部に実質生産額の値を歪めてしまう可能性のある品目が存在するので、この部分については価格系列のみを利用した。]  [59: ）統合後に補間された品目に「軽油」がある。] 


（b）実効単価の補充
既存の研究で指摘されているように、全朝鮮ベースについての品目別生産金額と生産数量の比率から求められる実効単価には、時系列として観察するとかなり不規則な動きがみられる。このため、工業製品のデフレータを求めるにあたってはSuh、朴推計とも、品目別の実効単価を時系列としてそのまま使用しないで、既述のように特殊な工夫を行っている。しかし立場をかえてみれば、データ調整によって安定的な変動を示す品目ベースの実効単価系列の作成がどの程度可能かについて吟味してみる必要がある。
この問題が道別のデータを利用した場合、どのような形になるかを検討してみよう。実効単価を得るには、金額データと数量データが必要であるが、CD4によれば数量データが得られる系列数は、金額データの系列数よりもかなり少ない。表13の数量系列欄には、1935年について、CD4から実効単価が計算できる系列数をまとめた結果が例示されている。また同表は、数量データが得られる系列の生産金額合計が、各中分類別の生産額に占める割合も示している。この表によると、食料品工業のように比較的高い比率をもつ産業があるとともに、比率が０ないし０に近い比率となっているものも存在することがわかる。比率の低い中分類の多くでは、機械工業等にみられるように、製品別に品質差があるため、数量表示を利用した実効単価による時系列比較が困難である。この問題は、工業化が進行した状況下で生産指数や実質生産額を推計する場合に大きな問題となる。しかし、表13の生産額比率欄をみると、この種の製品が全生産に占める割合はそれほど大きくないから、事後的調整で十分であるように思われる。そこで、デフレータの作成を以下の２つのタイプで進めることにする。
（Ａ）実効単価指数に調整[footnoteRef:60]）を施した後、中分類段階で総合する。（この方式によって把握できる生産額は1935年で84.5％程度である。） [60: ）「道別実効単価」を利用した実質生産額を計算することを考慮して、1935年において、金額および数量が存在しないために道別実効単価が得られない箇所について、実効単価の補充もあわせて行った。] 

（Ｂ）（Ａ）が適用できないもの、または（A）が利用できる品目数が少ない場合には、事後的に他の情報（既成の物価指数情報等）も利用して、中分類のデフレータを作成する。
これらのタイプ分類は表13のデフレータ欄に記入されている。

――表13　採用系列数表――

[bookmark: _GoBack]CD4に対して、上記の2作業を行った結果（CD5）から、1935年価格表示の実質生産額が計算できる。実質生産額は、最初に全国平均単価と全国の数量を利用し全国の実質生産額を求めた。道別の実質生産額については、全国の名目生産額と全国の実質生産額から計算されたデフレータを各道に一律に適用し、道別名目生産額を全国一律のデフレータで除して求めた（主系列）。なお、参考系列として、全国平均単価を各道数量に乗じて各道の実質生産額を求め、それらを合計して全国の実質生産額とした系列および、道別実効単価を各道数量に乗じて各道の実質生産額を求め、それらを合計して全国の実質生産額とした系列も作成した。

――表14　実質生産額（1930-40）（1935年価格表示）


［２］1924-30年についての作業
1928-29年について『統計年報』に掲載されている品目は、1930年と比較すると少し粗いものの、生産金額と生産数量が得られるため、1930年以降で行った作業を踏襲した。一方、1924-27年については、『統計年報』から得られる情報は生産金額のみであり、そこにみられる品目も粗い。このため、特に実質金額の作成においては困難が生じていた。ところが、既述のように、朴（2006）は『朝鮮経済雑誌』から生産金額に加えて、生産数量及び生産戸数の情報が得られることを発見した。そこで朴が指摘する資料を吟味してみよう。まず『朝鮮経済雑誌』[footnoteRef:61]）には道別データが示されているのでこれをファイル化することができる。現在入手している情報は、 [61: ）『朝鮮経済雑誌』と『官報』は、韓国ソウル大学所蔵のデータをコピーしたものだが、その入手にあたっては、高橋益代氏のご協力を得た。] 

　1924年（『朝鮮経済雑誌』120号:1925年刊行）
1925年（『朝鮮経済雑誌』133号:1927年刊行）
　1926年（『朝鮮経済雑誌』144号:1927年刊行）
1927年（『朝鮮経済雑誌』156号:1928年刊行）
1928年（『朝鮮経済雑誌』170号:1930年刊行）
の5年分のデータである。（データはCD6にファイルされている。）

これらのデータは、基本的にはエスニック別に分類され掲載されているため、データ利用に先立って必要とされる合計チェック等の作業にはこれまでより複雑な方法が要求され、このことがデータ利用を困難なものにしている。しかし、幸いなことに1928年については、『統計年報』と『朝鮮経済雑誌』の両方から生産金額および生産数量についてのデータを得ることができるため、数字の比較が可能である。そこにみられる品目は、掲載される順番も含めて両者間でほぼ一致している。ただし、『年報』にみられる「燐寸軸木」の金額、数量が『経済雑誌』には示されていないこと、「綿糸」の金額は両方にみられるものの数量については『年報』のみに示されること、同様に「（生産金額の）合計」は『年報』にのみ示されていること等の若干の違いがみられるほか、それぞれ対応する品目名が異なっていること等、多少注意しなければならない点も見受けられるが、それぞれに示される品目については対応しているといえよう。
次に、それぞれに示される数量および金額に関する具体的な対応関係をみると、完全に一致している品目が存在する一方で、一致していない品目も存在する。これらの一致していない品目について、その原因はいくつか考えられる。断定的なことは言えないが、例えばエスニック別に示される統計を合計した際に発生したと思われる計算ミスのためや、『経済雑誌』での計算は間違っていないが『年報』にまとめる段階でデータが追加されたためなどである。しかし、いくつかの不一致は見られるものの、かなりの部分で一致しており、『経済雑誌』の数字は使用に耐えるものと判断した。
そこで、1928年については、より数字の信頼性が高い『統計年報』の数字を利用し、1924-27年については『経済雑誌』の数字を利用して推計を行う。ただし、既述のように『経済雑誌』の数字は、合計チェック等が非常に複雑である。このため、各エスニック、各道別に見られる数字と合計値が異なる場合には、各エスニック、各道別に見られる数字が正しいものと仮定して合計を修正した。『年報』を利用した1928-30年についても、表に見られる「合計値」と各道の合計が不一致の際には、原則として各道の数値が正しく「合計値」が間違っているものとして「合計」を修正した。このようにして得られた各年の数字について、［1］で述べた1930-40年で採用した方法を踏襲した。
つまり、（1）道別・時系列比較のための数量単位の統一（2）道別・時系列で品目別に実効単価の比較、（3）（実効単価を確認した後の）類似品目の統合である。（1）については、1930-40年について問題となった単位の誤記や道内での単位の混在は見られないこと（2）について実効単価はおおむね安定しており、修正の必要な個所は少ないことが確認された。
　その後「朝鮮味噌」、「朝鮮醤油」、「水産品」について数字の膨らましを行い、併せて製造業に属する鉱産品の追加を行った。ここまでの作業結果を利用すると1924-30年について名目金額および1930年価格表示の実質金額が計算できる。


［３］1911-23年についての作業
1911-23年についても、『統計年報』から得られる情報が限定されることが推計を困難なものにしている。幸いなことに『統計年報』を補う情報として『官報』が利用できることを朴（2006）が発見している。そこで官報をチェックしてみると
1919年　（『官報』2606、2607、2613、2614、2617、2618、2623、2630、2631、2632、2634、2635、2637、2638に連載）
1920年　（『官報』2946、2947、2948、2949、2951、2953、2954、2955、2956、2957、2958、2959、2960、2961、2962、2964、2967、2968、2970、2973に連載）
が入手できた。（データは、CD7にファイルされている。）これらは多数回の官報に分割して表示されているので、その収集には多くの作業を必要とした。（なお1923年のデータについては現在のところ入手できていない。）
1920年について『官報』と『年報』を比較してみると両方の合計が一致するほか、繭製品、織物、紙及び紙製品等での品目レベルで品目が一致する。（『官報』ではさらに細かいレベルでの品目が示されている。）1919年については、『統計年報』では品目が一切表示されず道別の総合計しか得られないため『官報』の値の利用が重要視されるが、両統計に見られる全朝鮮合計金額が一致すること、さらに『官報』の1919年と1920年に示される品目名、品目数が類似していることから、『官報』に示される1919年の数値はほぼそのまま利用可能であると判断した。
1912-13年については『統計年報』から情報が得られず、1921-23年については『統計年報』から金額が得られるのみであり、実質金額の計算は困難である。したがって、1911-23年については、合計チェックにおいて不一致が発見された場合、各年別に各道の値が正しく合計が間違っていると仮定して合計値を修正し、名目金額の確定を行った。実質金額の作成にはデフレータが必要であるが、この箇所については朴（2006）に見られる推計結果から計算されるデフレータを利用して1911-23年の実質金額を計算した。



［４］1911-40年の接続
　これまでの作業結果（1911-24年、1924-30年、1930-40年）をそれぞれ接続すると、1911-40年についての時系列を得ることができる。その結果は、表15に示される。（表15では次節で取り上げる南北分割の方法のうち、人口比を利用して分割を行った結果が示されている。）

――表15　1911-40年　名目生産額、実質生産額（1935年価格表示）――


（6）解放後のデータへの接続
最後に、以上作成された解放前の系列を解放後の韓国公式統計に接続してみよう。接続の際に問題となるのは、対象となる領域が解放前後で相違していることである。この系列の接続にあたっては、３種の接近法が考えられる[footnoteRef:62]）。その1は上述の作業から得られた「朝鮮南部」の系列と1955年以降の韓国の系列と接続することである（以下A方式と呼ぶ）。この方式はもっとも常識的なものであるが、解放前に１つの経済圏であった朝鮮半島の経済活動を、やや強引に分割したとの批判を避けることができない。 [62: ）以上の方法に加えて、解放後の韓国と朝鮮民主主義人民共和国の数字を合算して、解放前の数値に接続することも考えられるが、後者の経済統計が極めて不足していることから、実現不可能である。] 

その２は解放前の全朝鮮の数字をそのまま解放後の韓国の数値に接続するものである（B方式）。この場合、解放前後の両経済の数字はそれらの実態に沿ったものである点ですぐれているが、両経済間の経済規模が1945年を境に大きく変化し、断層が生じるという問題が生じる。
その３は、上記２方式の折衷案として、解放前の生産量等の数値に、経済規模の相違を調整する係数を掛けたうえで接続することが考えられる（C方式）。具体的には解放前の各年の全朝鮮の数字に、全朝鮮人口に占める朝鮮南部の人口の比率を掛けて調整する案が考えられる。　　　
表16には、例として、鉄鋼生産金額の全朝鮮値を、A、B、Cの各方式で求めた韓国南部値が示されている。

――表16　具体例　鉄鋼生産――

　以下の作業では、A方式について結果を示すことにする。ここで、A方式の基礎となる解放前データの南北分割に触れておこう。解放前の経済統計の多くは道別の集計値をもっている。解放後、大韓民国と朝鮮民主主義人民共和国の国境線は、韓国戦争勃発から休戦までの期間では移動を繰り返したが、休戦以降北緯38度線を中心とする休戦ラインが維持されている。この結果
　韓国領域：忠清北道、忠清南道、全羅北道、全羅南道、慶尚北道、慶尚南道、京畿道の一部、江原道の一部、
　朝鮮民主主義人民共和国の領域：黄海道、平安北道、平安南道、咸鏡北道、咸鏡南道、京畿道の一部、江原道の一部、
となっている。このうち京畿道と江原道の分割比率については、面積比か人口比のいずれかが使用されてきているが、分析目的からみれば人口比のほうが望ましい。2道について、国勢調査等を利用した詳細な人口比のデータの推計は文(2006)に公表されている[footnoteRef:63]）。図3には、解放前の韓国人口を上記の基準に基づいて南北分割した結果が時系列の形で表示されている。解放前韓国の鉱工業生産については、溝口(1975)が南北分割を行っている。さらに表(1996)は、農林水産業、鉱工業生産の合計値についての南北分割を行っている。この両者の結果は、図3に示されているが、人口比とはかなり異なった動きを示している。ただ、前者は資本推計のために基礎資料として生産統計を取り扱っているので、『統計年報』に示された動態統計の系列の分割にとどまっており、既存の研究で欠落が指摘されている部分の補正を行っていない等、本格的な分析になっていない。この点ではSuh(1978)が試みた南北分割が評価されるが、分割が特定時点に限定されており、時系列系列が得られない点で不便である。 [63: ）文浩一(2006) 「植民地期朝鮮の南北人口比――朝鮮総督府国勢調査資料の分割フォーマット」、（Hi-StatプロジェクトのＤＰとして発表）。] 







解放後の韓国の統計は、『韓国統計年鑑』（韓国銀行（各年版））から得られる。そこには、限られた品目であるものの、品目別の生産量が示されている。1935年と接続可能な品目について1935年の実効単価を乗じると、この品目についての1935年価格の実質金額が得られる。その後1935年の生産額について中分類別にカバレッジを求め、膨らましを行うことで1935年価格表示の実質生産額を得た。

――表17　1950‐60年　中分類別実質生産額（1935年価格表示）――


図2　製造業デフレータ推定の比較
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図3　全朝鮮に占める朝鮮南部領域の比率
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図1　製造業名目生産推計の比較
溝口(1975)	1911	1912	1913	1914	1915	1916	1917	1918	1919	1920	1921	1922	1923	1924	1925	1926	1927	1928	1929	1930	1931	1932	1933	1934	1935	1936	1937	1938	1939	1940	88.32	100.92010000000002	115.15135000000001	169.54803999999999	268.22359	341.51281	352.22735999999998	338.30056000000002	380.90019999999998	401.17482000000001	456.15376000000003	498.54609000000005	573.21112999999991	542.65914999999995	534.19799	444.47796999999991	425.44916000000001	412.72102000000001	496.29807000000005	555.84974	673.60722999999996	860.21185999999989	940.70786999999996	1190.2461800000001	1363.0745400000001	1595.7614800000001	1742.8120200000001	Suh(1978)	1911	1912	1913	1914	1915	1916	1917	1918	1919	1920	1921	1922	1923	1924	1925	1926	1927	1928	1929	1930	1931	1932	1933	1934	1935	1936	1937	1938	1939	1940	42.5	42.4	57.3	53.7	86.3	101.7	163.6	264.10000000000002	390	329.1	328.3	330.2	373.4	436.7	489.1	530.20000000000005	524.1	544.29999999999995	537.6	416.1	371.8	462.7	524.29999999999995	642.79999999999995	846.1	953.9	1235.9000000000001	1491.8	1842.6	2080.9	朴(2006)	1911	1912	1913	1914	1915	1916	1917	1918	1919	1920	1921	1922	1923	1924	1925	1926	1927	1928	1929	1930	1931	1932	1933	1934	1935	1936	1937	1938	1939	1940	76.22514121383719	86.066164156149156	97.347097315699216	108.22605914495526	122.4346973398751	132.7903764705606	171.93262270123211	278.93112873317682	417.40113260561992	354.87707886506985	367.96734072380218	373.32093742064876	394.10300655800751	414.15651479014639	423.47000872183065	438.75638586932325	451.28322208971781	464.06003408379718	455.56439964632995	370.77092973210347	327.17030005621837	379.54323585073303	465.23290426174168	550.68184384409506	709.97752082142267	860.11717759972714	1106.4720832078065	1379.7515056981078	1813.2607036323845	2290.5815634633154	原(2012)	1911	1912	1913	1914	1915	1916	1917	1918	1919	1920	1921	1922	1923	1924	1925	1926	1927	1928	1929	1930	1931	1932	1933	1934	1935	1936	1937	1938	1939	1940	61.667597619410095	30.600597216968939	61.313009439213602	64.666689980762726	92.547079898779117	104.10025897976836	139.56467360965067	242.83252870406349	358.87805654190117	311.70209908965285	319.17077414527273	345.00645846807379	354.69353393010982	391.77341233897255	381.00188759579231	434.19167672211927	431.41305575494914	414.26823075439273	409.62824366920904	333.10822338997571	323.43792750329794	342.05244129923915	401.20757991952252	475.52478082269766	623.53572270814698	742.98875831999999	987.52040738938945	1247.6937863535941	1633.1031067236856	1963.6688281599997	
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